
No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ○ それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
■ 法令基準内 ○ 都基準内 □区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

内線 470

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度） 01-05-01 清掃協議会分担金

部課名
担当者名

環境清掃部清掃リサイクル課

髙須

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-05-01 清掃協議会分担金

課長名 木下　

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

　清掃事業を円滑に実施するために、地方自治法に規定する「協議会」を23区及び東京二十三区清掃一部
事務組合が共同設置し、23区の共通事項についての事務を執行している。必要経費は23区で分担してい
る。

対象者
等

東京二十三区清掃協議会

内容

１　東京二十三区清掃協議会（以下「清掃協議会」という。）へ分担金を支出する。
２　清掃協議会の役割
平成１７年度まで
(1) 管理執行事務
(2) 連絡調整事務
平成１８年度から２４年度まで
清掃協議会で行っている事務の役割分担を見直し、「廃棄物の収集・運搬に係る請負契約と当該契約
に関する連絡調整事務」のみを担当することとなった。
平成２５年度から
18年度に各区へ事務移管された、一般廃棄物処理業の許可事務等の一部を清掃協議会において共同実施

地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例、
地方自治法、東京二十三区清掃協議会規約

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務07-02-02

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

政策 07

経過

　清掃協議会の事務の役割分担を見直し、管理執行事務のうち一般廃棄物処理業の許可等については、６
年間の経過措置を経て１８年度から各区に移行し、清掃協議会は「廃棄物の収集・運搬に係る請負契約と
当該契約に関する連絡調整」のみを担当することとなった。
　しかし、２５年度からスケールメリットを生かした事務の効率化を図る観点から、一般廃棄物処理業の
許可等について清掃協議会において管理執行することとなる。

　　平成１２年４月　清掃協議会設立
　　平成１８年４月　清掃協議会役割分担の見直し
　　平成２５年４月　清掃協議会において許可事務等の共同化
    平成３０年度　　ＭＣＡ無線措置のため分担金増(各区２０万円)

必要性

　23区の事務の一部を共同で行っているため。

実施
方法

1直営

　協議会の必要総額を各区で均等に分担する。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

30年度
見込み

目標値
(38年度)

指標に関する説明

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

継続 継続

　事務の調整を引き続き実施する。

27年度 28年度 29年度

清掃協議会分担金

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

500 500 600
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

400 400 600
100 600 600 500

予算・決算額等の推移
予算額

500 500
29年度 30年度28年度実

績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度
100 600

27年度

0

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

勘定科目 29年度

400 負担金補助等 清掃協議会分担金 600負担金補助等 清掃協議会分担金 400 負担金補助等 清掃協議会分担金

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

609 12 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 597 ▲ 609

0

▲ 609

▲ 609

物件費 0
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 400 400 0 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 11

28年度

▲ 12
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 12
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)

行政費用合計(b) 597

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 597

　２５年度からスケールメリットを生かした事務の効率化を図る観点から、一般廃棄物処理業の許可等につい
て清掃協議会において管理執行することとなり、これまで各区が実施していた申請事務に関する指導及び更新
許可申請に係る立入検査に伴う指導が清掃協議会で一括実施となった。
　今後さらに、清掃協議会において、各区の意見が反映されるとともに円滑に事務執行がなされるよう意見を
発信していく必要がある。

差額 勘定科目

決算額（30年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

平成29年度に実施した
改善内容および評価

0 0 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0

地方税 0 0

0

　許可業者の更新にあたり、立入
りを希望する区が同行し指導でき
るようにさらに働きかける。

　許可業者の更新にあたり、立入を
希望する区が同行し指導できるよう
に働きかけたが、一部同行が難し
かった。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

　許可業者の更新にあたり、立入り
を希望する区が同行し指導できるよ
うに働きかける。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 187 198

1

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

11

行
政
収
入

▲ 12

備
考

補助費等は「東京二十三区清掃協議会」への分担金であり、２８年度、２９年度と変更なし
特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 597

10



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ○ それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　ごみの減量及び適性な処理等に関する基礎資料や基礎データとしての役
割は大きく、今後も調査研究を推進していく必要がある。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

22年度(38%)の3割減を目指す
組成調査（排出原単位調査）の厨
芥類混入率（可燃ごみ）(％)

34 30 33 30 27

22年度(10%)の半減を目指す
組成調査(排出原単位調査)の資源
混入率(不燃ごみ)（％）

21 15 17 15 5

22年度(22%)の半減を目指す
組成調査(排出原単位調査)の資源
混入率(可燃ごみ)（％）

16 18 14 13

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

11

経過

1 清掃審議会
　  平成26年度（年1回開催）、平成27年度（年3回開催）、平成28年度（年1回開催）、平成30年度
　（年2回開催予定）
　　※平成29年度は委員の都合により中止・平成30年度に延期
2 ごみ組成調査
 　 平成21年度 燃やさないごみの回収日変更に伴い、組成調査対象地区変更拡大
　　平成24年度 労働者派遣法改正に鑑み、従来の労働者派遣契約から業務委託契約へ切り替えて実施
　　平成29年度 組成地区を9地区から11地区へ拡大（29年度はさらに単発で食品ロス組成調査実施）
3 ごみ排出原単位等実態調査
　　平成22年度・平成26年度　一般廃棄物処理基本計画改定の基礎資料とするため、区民の普段の取組
　みや意見を把握することを目的として実施（次回は平成31年度に実施予定）

必要性

　廃棄物処理法第6条の2により市（区）町村は、一般廃棄物処理基本計画に基づき、区域内の一般廃棄物
を収集・運搬・処分しなければならないこととされ、その効率的な実施に反映させるため、基礎資料を集
め、関係者からの意見を聞く必要がある。

実施
方法

2一部委託

1 清掃審議会構成員  15名 (学識経験者2名、区議会議員5名、区民･事業者7名、区職員1名)
2 ごみ・資源組成調査 区内9⇒11地区に拡大(平成29年度～)　調査員は業務委託

目的

1 ごみの減量、適正な処理等の基本方針について調査審議するため、清掃審議会を設置・運営する。
2 ごみ減量・リサイクル推進を図るうえでの基礎資料として、ごみ・資源組成調査等を実施する。

対象者
等

区・区民・事業者

内容

1 清掃審議会
　　学識経験者・区議会議員・区民・事業者等で構成する清掃審議会を設置し、平成23年度に策定した
　「荒川区一般廃棄物処理基本計画（以下「同計画」という。）」の中間見直し（平成28年度）のため
　の調査・審議を行った。
　　平成30年度は、2回開催予定（古紙持ち去り禁止条例・計画中間見直し進捗報告）
2 ごみ・資源組成調査
　　集積所に出された燃やすごみ・燃やさないごみをサンプル抽出し、ごみ・資源の組成割合等を調査
　する。

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-06-01 清掃調査費

事務事業名 清掃調査事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下

担当者名 池田・髙橋 内線 470

事務事業コード 07-02-03 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

○平成23年度委員会　清掃審議会に公募区民を委員として入れるべき。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

審議会22区　　組成調査22区実施

委託業者や清掃事務所等と連携しな
がら、適正かつ更に精度の高い組成
調査が実施できるよう工夫に努め
る。

2地区（高齢者住宅系・単身者世帯
系）を加え、11地区の組成調査を実
施した。さらに、食品ロス組成調査
も2月に実施した。

来年度も2地区を加えた11地区の
組成調査を実施し、ごみ減量・リ
サイクル施策推進の基礎データと
して活用する。

更なるごみ減量とリサイクル推進を
目指し、計画で掲げた施策を進める
とともに、審議会においても、進捗
状況等の報告を行う。

食品ロス削減事業・不燃ごみの資源
化の試験的実施など、計画で掲げた
施策を進めていくことができた。※
進捗状況は平成30年度に報告予定。

計画目標達成に向けて、資源持ち
去り対策の実施など様々な施策を
推進し、更なるごみ減量とリサイ
クル推進を目指す。

・総ごみ量・資源回収量・リサイクル率は、荒川区一般廃棄物処理基本計画の目標値に達していないため、清
掃審議会で今後も調査審議をしていくとともに、更なるごみの減量・リサイクルの推進を図っていく必要があ
る。
・組成調査の結果、前年度に比べ可燃ごみの資源混入率は下がっているが、不燃ごみの資源混入率は上がって
いる。原因を調査し、今後も適正な調査を行っていく必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用としては、給与関係費が減少している。平成２８年度は荒川区一般廃棄物処理基本計画中間見直しを
実施しており、審議会開催や計画見直しに係る人員配賦率を高くする必要があったため。

1,735特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 10,295 ▲ 8,560
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 10,295 8,560 ▲ 1,735 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 10,295
0 0

▲ 8,560 1,735
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 447 370 ▲ 77 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 10,295 ▲ 8,560
0 0

1,735

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 1,195 1,243 48 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 8,653 6,947 ▲ 1,706

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

委託料 ごみ組成調査 702 委託料 ごみ組成調査 767 委託料 ごみ組成調査 918
役務費 組成調査廃棄物運搬、審議会用テープおこし 577役務費 組成調査廃棄物運搬、審議会用テープおこし 484 役務費 組成調査廃棄物運搬 473

需用費 審議会用消耗品 9 需用費 審議会用消耗品 4 需用費 審議会用消耗品 10
旅費 審議会会長等旅費 6旅費 審議会会長等旅費 1 旅費 審議会会長等旅費 0

報酬 審議会各委員報酬 98 報酬 審議会各委員報酬 0 報酬 審議会各委員報酬 250
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

ごみ排出源単位調査 1
9 11 11ごみ組成調査（調査地区） 9 9 9 9

30年度
清掃審議会　開催回数 0 0 1 3 1 0 2

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,687 1,761
決算額（30年度は見込み） 873 1,014 7,908 1,589 1,293 1,243 1,761
予算額 1,524 1,460 9,342 1,867 1,882

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ○ それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
■ 法令基準内 ○ 都基準内 □区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　定められた算出方法により支出する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

区回収ごみ+持込ごみ清掃一部事務組合分担金額(千円) 804,095 765,490 803,389 779,221

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

経過

平成４年９月　「都区制度改革に関するまとめ（協議案）」都区合意
　・特別区が「清掃事業すべてに責任をもつことを基本」とし、「自区内処理」を打ち出す。
　・清掃工場未整備区は、処理能力に余力のある隣接区と委託処理契約を締結する（地域処理）。
平成１０年１０月
　・区長会総会において、「一般廃棄物の中間処理については一定期間共同処理する」ことが合意され
る。
　・平成17年度までは、暫定的に清掃一組が共同処理を行うこととなる。
平成１２年４月
　・東京二十三区清掃一部事務組合設立
平成１５年７月
　・新たに清掃工場建設の必要がないことを確認。平成18年度以降も当分の間、中間処理を共同で行う。

必要性

　一般廃棄物の中間処理については、２３区で共同処理を行っており、ごみ量に応じた負担が必要であ
る。

実施
方法

3委託

　清掃一組の必要総額を各区で分担する。

目的

　可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ等の中間処理については、地方自治法に基づき、２３区で設立した東京
二十三区清掃一部事務組合において共同処理している。その運営経費については２３区で分担する。

対象者
等

東京二十三区清掃一部事務組合

内容

１　東京二十三区清掃一部事務組合が共同処理する事務
（１）可燃ごみの焼却処理施設の整備及び管理運営
（２）（１）の施設以外のごみ処理施設の整備及び管理運営
（３）し尿を公共下水道に投入するための施設の整備及び管理運営
２　中間処理施設
（１）可燃ごみ・清掃工場（２１ヶ所）
（２）不燃ごみ・不燃ごみ処理施設（２ヶ所）
（３）粗大ごみ・粗大ごみ破砕処理施設（２ヶ所）
３　負担の公平 (平成２２年度から)
　　負担金は、清掃一部事務組合分担金に加算して支払う。

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例、
東京二十三区清掃一部事務組合規約終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-02-01 中間処理費（一部事務組合）

事務事業名 中間処理分担金
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下

担当者名 髙須 内線 470

事務事業コード 07-02-04 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　引き続き、区別ごみ量算定部会で
作業を行いつつ、各区の持込ごみ量
の精度を高める。

　区別ごみ量算定部会での作業を行
い、各区の持込ごみ量の精度が高ま
りつつある。

　引き続き、区別ごみ量算定部会
で作業を行い、各区の持込ごみ量
の精度をさらに高めていく。

　持込ごみは他区において収集されたごみとの混載により、収集運搬されている。このため、持込ごみ量を適
正に分担金に反映させるため、各区が連携し、各区のごみ量を正確に把握するための精度向上作業が必要であ
る。清掃工場のある区とない区との間の「清掃負担の公平」については、各清掃工場間の搬入量に一定の平準
化が得られるまでの間、金銭による調整措置を一部、例外的、限定的に実施している。導入当初は平成28年度
に一定の平準化が図られると想定されていたが、ごみ減量予測（試算）によると平成28年度の達成は難しく、
制度が長期化してしまう可能性が大きい。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

補助費等は清掃一部事務組合への分担金であるが、29年度分については、清掃一組経費の増(目黒・杉並・光
が丘清掃工場建設中)等の理由により増加している。

▲ 39,164特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 764,643 ▲ 803,807

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 766,723 803,807 37,084 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 764,643

0 0
▲ 803,807 ▲ 39,164

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 61 21 ▲ 40 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 764,643 ▲ 803,807

0 ▲ 2,080
▲ 39,164

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 2,080
減価償却費 0 0 0 その他 2,080 0

0 0
▲ 2,080

補助費等 765,490 803,389 37,899 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 0 0 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 1,172 397 ▲ 775

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 清掃一部事務組合分担金 765,490 負担金補助等 清掃一部事務組合分担金 803,389 負担金補助等 清掃一部事務組合分担金 779,221

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

803,389 779,221
決算額（30年度は見込み） 991,663 948,125 900,855 804,095 765,490 803,389 779,221
予算額 991,663 948,125 900,855 804,095 765,490

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　清掃事業・リサイクル推進及び、区民の安全確保のために必要な取り組
みであり、引き続き実施していく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

参加人数／募集人数
環境清掃推進連絡会見学会参加率
（％）

80 72 70 80 90

受講人数／対象人数
職員の上級救命講習会受講率
（％）

100 100 100 100

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

100

経過

　平成15・16年度　　「防犯パトロール実施中」マグネットシール作成
　平成16年度　　　　上級救命講習会受講開始（全職員受講…19年度以降3年ごとに再受講）
　平成19年度　　　　カードリーダー出勤管理システム導入
　平成19年7月　　　 荒川区清掃協力会（昭和36年8月発足）を荒川区環境清掃推進連絡会へ改名。
　平成21年度　　　　ＡＥＤ設置　荒川清掃事務所1台、南千住清掃車車庫1台、直営車5台
　　　　　　　　　　荒川区環境清掃推進連絡会補助金事務を清掃リサイクル課から移管

必要性

　環境保全事業及び清掃事業の推進を図るうえで必要である。

実施
方法

1直営

目的

　「環境先進都市あらかわ」を実現するため、清掃事業協力運動の推進を図る団体である荒川区環境清掃
推進連絡会の円滑適正な活動を確保し、もって区民の生活環境の保全と公衆衛生の向上を図る。

対象者
等

　区民・事業者

内容

1 荒川清掃事務所の事務処理に要する経費(職員旅費・消耗品等)
2 地域防犯
 　収集業務にパトロールの役割を加え犯罪防止を図るとともに不審者、犯罪等の通報や被害者の
　 救助活動も実施する。
3 救急救命
　 上級救命講習会実施・各収集班ごとに救急医薬品を配備
4 荒川区環境清掃推進連絡会への補助
　 清掃事業の協力団体であり、清掃事業の移管に伴い区が引き継いだ。現在、110町会で組織する。
5 荒川区清掃功労者感謝状の贈呈
　 区の清掃及びリサイクル事業に協力又は功績があった個人及び団体

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

なし
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-02-02 荒川清掃事務所事務費

事務事業名 清掃事務所事務
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 大久保 内線 471

事務事業コード 07-03-01 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 14 8 不明 0

　清掃協力会（本区では「荒川区環境清掃推進連絡会」と称する。）の実施状況は計15区である。

　引き続き同会の活動が充実したも
のとなるよう、支援していく。

　リサイクル施設の見学先の調整等
を行い、同会の活動を支援した。

　ごみの分別の普及、及びリサイ
クルの推進に結びつくよう、見学
会を実施する。

　対象となる職員の上級救命技能習
得を働きかけ、現在の体制を維持す
る。

　対象職員に受講機会を提供し、救
命技能の向上に努めた。

　受講者が救命活動にあたれるよ
う、実施時期を調整する。

・収集作業職員等は、業務中に区民が関係する事故に遭遇する可能性が高いことから、上級救命技能の習熟を
促進する必要がある。

・荒川区環境清掃推進連絡会が、環境、清掃事業及び集団回収の推進等に取り組めるよう引き続き支援してい
く必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、物件費が少ない一方で、給与関係費が多くかかっている。また、２９年度は賞与・退職給与引
当金繰入額が大幅に増加した。

▲ 3,890特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 23,351 ▲ 27,241
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 23,351 27,241 3,890 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 23,351
0 0

▲ 27,241 ▲ 3,890
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 1,054 4,615 3,561 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 23,351 ▲ 27,241
0 0

▲ 3,890

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 200 200 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 291 269 ▲ 22 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 21,806 22,157 351

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 連絡会補助金 200
委託料 MCA無線保守委託 11負担金補助等 連絡会補助金 200 負担金補助等 連絡会補助金 200

役務費 郵券･感謝状筆耕 27 役務費 郵券･感謝状筆耕 20 役務費 郵券・通信運搬費 56
需用費 事務用消耗品・図書等 192需用費 事務用消耗品･図書他 219 需用費 事務用消耗品・図書他 222

旅費 清掃事務所旅費 46 旅費 清掃事務所旅費 27 旅費 清掃事務所旅費 76
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

環境清掃推進連絡会見学会参加人数 103 106 98 134 79
29 21 14

96 100
上級救命再講習会受講者数 15 35 26 15

30年度
上級救命再講習会実施回数 2 4 3 2 4 4 2

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

572 535
決算額（30年度は見込み） 469 529 524 452 491 469 535
予算額 899 603 628 538 577

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ● 非常勤 ● 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　公務災害や車両事故の発生防止、また、安定的な清掃事業運営のために
も優先度は高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

特定保健指導対象者数 22 15 20 20 0

受診者数／該当者数健康診断一次健診受診率(％) 100 100 100 100 100

公務災害発生件数／職員数公務災害発生率（％） 0 4.8 2.5 0.0

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

0.0

経過

　平成14年 荒川清掃事務所被服貸与費・荒川清掃事務所衛生管理費・安全衛生費の3事業を統合
　平成16年　反射ｼｰﾙ付き作業服採用
　平成18年　夏作業服材質見直し
　平成21年　新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策用品を整備
　平成22年　熱中症予防のためのネッククーラー採用
　平成26年　使用済み注射針回収容器の支給を生活衛生課から移管

必要性

　職員の安全作業意識の向上を図り、事故を未然に防ぐために必要である。

実施
方法

1直営

　職員健康相談等は、産業医と契約して実施している。安全衛生委員会で、事故及び負傷の発生状況等に
ついて情報共有を図り、職員の健康維持と作業の安全化を推進する。

目的

　荒川清掃事務所労働安全衛生管理体制の一層の充実を図り、職員の安全作業と衛生管理体制を確保し、
清掃事業の円滑な運営を期するため。

対象者
等

　荒川清掃事務所に従事する職員　(平成30年4月1日現在)
　所長・管理係　8人　作業係　59人　清掃車両係　9人　合計　76人
　うち再任用　7人

内容

1 産業医業務委託（月1回の健康相談、安全衛生委員会の出席、職場巡視等の実施）
2 被服･保護具の貸与（被服：夏冬作業服(安全反射シール付)・雨衣・防寒着、保護具：安全靴・保護
  帽・安全手袋）
3 労働安全衛生用品の整備（荒川清掃事務所旧館1階洗面所･南千住清掃車車庫2階廊下にうがい薬を設
　置）
4 職員用救急医薬品の配備（消毒薬･軟膏･消炎湿布薬･絆創膏･包帯等を常備）
5 安全衛生委員会の開催（月1回）
6 交通安全講習会、安全作業講習会等の実施
7 安全パトロールの実施（年末年始）

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

労働基準法･労働安全衛生法･荒川区被服貸与規
程終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-03-01 安全衛生管理費

事務事業名 安全衛生管理
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 岡本 内線 471

事務事業コード 07-03-02 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　公務災害ゼロを目標に掲げ、出庫
前の準備運動の実施を徹底させる。
また、健康の自己管理を引き続き促
していく。

　通勤災害が２件発生したこと及び
自動車の運転や道路上での作業が多
いことを踏まえ、より実態に合わせ
た交通安全講習会を実施した。

　平成２９年度は通勤災害が２件
発生したため、引き続き、交通安
全意識の向上に取り組む。

　毎月、安全衛生委員会を開催し、①事故の発生状況報告②産業医による健康相談③各種健康診断、安全運転
及び腰痛講習会の実施等について、管理・作業総括部門と現場清掃作業員間で、情報の共有や意見交換等を行
い、安全・衛生・心身の健康にわたる注意を確認しているところである。公務災害の発生防止のため、安全衛
生委員会等を通じ、職員の安全への意識を徹底する必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用の大部分を給与関係費と物件費が占めている。物件費は、被服の購入費用３，０２０，７７０円、保
護具の購入費用９２２，８３７円がほとんどである。

▲ 1,413特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 13,680 ▲ 15,093
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 13,680 15,093 1,413 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 13,680
0 0

▲ 15,093 ▲ 1,413
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 388 1,700 1,312 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 13,680 ▲ 15,093
0 0

▲ 1,413

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 580 580 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 4,680 4,651 ▲ 29 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 8,032 8,162 130

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金 ボイラー取扱技能講習会受講料 14

備品購入費 衣類乾燥機等 318
役務費 産業医傷害保険料 20 役務費 産業医傷害保険料 20 役務費 産業医傷害保険料 21

需用費 被服･保護具･医薬品 4,897需用費 被服･保護具･医薬品 4,680 需用費 被服･保護具･医薬品 4,652
報償費 産業医業務委託 559 報償費 産業医業務委託 559 報償費 産業医業務委託 560

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
公務(通勤を含む)災害発生件数 10 8 7 0 4 2 0

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

5,942 5,815
決算額（30年度は見込み） 6,379 5,705 6,184 5,129 5,260 5,231 5,815
予算額 7,741 7,144 8,176 5,599 6,090

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

● （ ○ ● ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　廃棄物情報管理システムを今後も有効に活用していく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

年度ごとの受付件数臨時持込みごみ受付件数 590 495 500 500

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

500

経過

　平成12年4月　　清掃事業の都から区への移管により、システムを継続して引き継ぎの実施。
　平成17年4月　　清掃総合情報システムから粗大ごみ受付システムを独立。
　平成17年度　　 「東京23区清掃事業総合情報システム」から『東京都23区廃棄物
　　　　　　　　 情報管理システム』への更新実施。
　平成27年度 　　廃棄物情報管理システム機器の更新実施。

必要性

　23区一体で清掃事業を行う上で、必要不可欠なシステムである。

実施
方法

2一部委託

　システムの運営は東京二十三区清掃一部事務組合が行っている。
　各清掃事務所は車両毎のごみ搬入量データを各端末より出力している。

目的

　23区廃棄物情報管理システムによりごみ収集量等の収集作業情報を管理し、効率的な収集体制を確立す
ることを目的とする。

対象者
等

　区民、事業者

内容

　東京23区清掃一部事務組合、各区清掃事務所･清掃リサイクル課、各清掃工場及び東京都等関連機関と
ネットワーク化により、ごみ搬入データを管理し、23区全体のごみ状況を把握する。

　システムの主な機能　①廃棄物等の搬出入実績管理機能（平成17年度から稼動）
　　　　　　　　　　　②継続扱い手数料算定機能（平成17年度から稼動）
　　　　　　　　　　　③産業廃棄物搬入承認支援機能（平成19年10月から稼動）

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-04-01 清掃管理事務費

事務事業名 清掃管理事務
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 嶋林 内線 471

事務事業コード 07-03-03 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　引き続き、廃棄物情報管理システ
ムの不具合等があれば委員会等に改
善を求める。

　東京２３区廃棄物情報管理システ
ム専門部会・検討部会で、不具合が
発生した場合の改善策を話し合っ
た。

　引き続き、廃棄物情報管理シス
テムの不具合等があれば委員会等
に改善を求める。

　システムの機能の不具合については、本システムを使用する機関と情報共有し、安定した稼働につなげてい
く必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、物件費が少ない一方で、給与関係費が多くかかっている。また、２９年度は賞与・退職給与引
当金繰入額が大幅に増加した。

▲ 2,190特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 13,008 ▲ 15,198
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 13,008 15,198 2,190 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 13,008
0 0

▲ 15,198 ▲ 2,190
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 580 2,542 1,962 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 13,008 ▲ 15,198
0 0

▲ 2,190

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 419 453 34 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 12,009 12,203 194

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

使用料等 情報管理システム機器賃借 322 使用料等 情報管理システム機器賃借 323
役務費 システム電話料 154使用料等 情報管理システム機器賃借 322 役務費 システム電話料 89

役務費 システム電話料 97 需用費 データカートリッジ用トナー 42 需用費 データカートリッジ用トナー 46
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
臨時持込みごみ量(ｔ) 314.11 367.67 349.49 385.76 310.13 271.80 340.00

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

523 523
決算額（30年度は見込み） 491 480 457 397 419 453 523
予算額 573 679 531 477 523

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
■ 法令基準内 □ 都基準内 □区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　事業系ごみ量削減のためには、事業所への積極的な働きかけが欠かせな
い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

受講者／事業所と学校の未受講者管理者講習会受講率（％） 85.0 90.0 90.0 90.0 95

資源化量／総排出量区立学校リサイクル率（％） 76 85 85 85 90

資源化量／総排出量事業所リサイクル率(％） 77 80 80 80

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

90

経過

　平成10年度　対象となる大規模建築物の規模を条例の3,000㎡以上から要綱で1,000㎡以上に拡大
　　　　　　　3,000㎡以上の建築物所有者の義務:2年ごとに立入調査実施・再利用計画書の提出・
　　　　　　　廃棄物管理責任者の選任
　　　　　　　1,000㎡以上の建築物所有者の義務:5年ごとに立入調査実施・廃棄物管理責任者の
　　　　　　　選任（任意）
　平成14年度　一般廃棄物処理業者許可・指導費を統合
　平成18年度　一般廃棄物処理業者の指導・許可・手数料徴収事務を清掃リサイクル課へ移管
　平成27年度　3,000㎡以上の建築物所有者の立入調査を、2年から3年ごとに変更

必要性

　事業用大規模建築物所有者に対して廃棄物の排出抑制及び適正な処理を指導することは、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上につながるため必要性は高い。

実施
方法

1直営

29年度指導対象建物数　 条例：事業所　87件・区立学校　34件
29年度立入調査実施数 　条例：事業所　21件・区立学校　 1件

目的

　事業用大規模建築物の所有者の義務として、廃棄物の発生抑制及び再利用・資源化の推進、廃棄物の適
正処理の確保を図る（区条例第52条）。

対象者
等

　事業用大規模建築物の所有者

内容

1 大規模建築物廃棄物保管場所設置届の受理・指導
2 大規模建築物再利用計画の作成によりごみ減量化目標値を設定（3,000㎡以上の建築物所有者を
　対象に再利用計画書の提出を義務づけ）、大規模建築物への立入調査(条例：３年ごと、
　要綱（1,000㎡以上）：５年ごと)の実施。
3 事業者に対する廃棄物管理責任者講習会の開催。

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-08-01 指導費

事務事業名
事業用大規模建築物廃棄物排出指
導

部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木
担当者名 大久保 内線 471

事務事業コード 07-03-04 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　責任者が明確になったことから、
責任者と連絡・調整した上で、立入
調査を実施する。

　責任者と連絡・調整を行い、順次
立入調査を実施した。

　廃棄物の適正処理の確保を図る
ため、引き続き立入調査を実施
し、指導・助言を行っていく。

　講習会の開催時期の変更や、開催
回数の増等を検討し、参加しやすい
環境をつくる。

　検討を行ったが、従来の開催時期
での実施を望む意見が多かったの
で、平成２９年度はこれまでと同様
の実施方法とした。

　清掃リサイクル課と連携し、講
習内容の更なる充実に努める。

①　事業系一般廃棄物の減量とリサイクルの推進のため、廃棄物管理責任者講習会の受講率を向上させる
　必要がある。
②　条例外の建築物（3000㎡未満）の事業所についても、廃棄物の減量とリサイクルの推進の啓発を進め
　る必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、物件費が少ない一方で、給与関係費が多くかかっている。また、２９年度は感染性廃棄物に係
るパンフレットを作成する必要がなかったため、物件費が大幅に減少した。

▲ 1,153特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 7,648 ▲ 8,801
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 7,648 8,801 1,153 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 7,648
0 0

▲ 8,801 ▲ 1,153
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 346 1,516 1,170 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 7,648 ▲ 8,801
0 0

▲ 1,153

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 139 6 ▲ 133 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 7,163 7,279 116

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

役務費 郵便料 44役務費 郵便料 41 役務費 郵便料 6
需用費 パンフレット等印刷 98 需用費 パンフレット等印刷 0 需用費 パンフレット等印刷 188

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

12 1 16立入調査件数（条例）区立学校 10 13 10 12

30年度
立入調査件数（条例）事業所 34 35 40 26 21 21 31

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

231 232
決算額（30年度は見込み） 191 160 138 138 139 6 232
予算額 334 262 254 248 231

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　光熱水費等の経費の削減に努めるとともに、計画的な改修により修繕費
の削減にも努めていく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

同(6,198㎥)比10.0%削減水道使用量(㎥) 6,218 6,081 6,122 6,122 5,578

同(34,256㎥)比13.4%削減ガス使用量(㎥) 28,258 29,942 30,984 30,984 29,666

平成25年度(89,661kwh)比13.4%削減電気使用量(kwh) 88,388 89,114 89,293 89,293

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

77,646

経過

　平成12年4月　清掃事業の移管に伴い、施設が東京都から荒川区に移管
　平成19年4月　清掃リサイクル課新館3階に移設、浴室清掃業務委託開始
　平成20年4月　新館女子トイレ清掃業務委託開始
　平成22年4月　男子トイレ清掃業務委託開始
　平成26年4月　庁舎管理業務委託開始
  平成29年度　 職員用統一什器【管理係・作業係用椅子】買換え

必要性

　庁舎建物の維持管理及び業務遂行のため必要である。

実施
方法

2一部委託

　事務所の庁舎管理業務等(26年度から)、清掃業務、機械警備業務等は委託している。

目的

　円滑な収集作業遂行のため、職員の安全・衛生と環境に配慮した庁舎機能維持を目的とする。

対象者
等

　荒川清掃事務所職員・清掃リサイクル課職員

内容

1 荒川清掃事務所の光熱水費、電話料等の支払い
2 荒川清掃事務所における事務用物品･管理用物品の購入及び事務用機器の賃借
3 荒川清掃事務所の管理業務及び庁舎建物･物品の修繕等の建物維持管理
◎施設概要
 荒川清掃事務所：荒川区町屋5-19-1　　敷地面積1,855㎡
  (1)新館(事務室他)        竣工:昭和61年3月15日　延床面積:736㎡　鉄筋コンクリート3階建
  (2)旧館(更衣室他)        増築:昭和61年3月15日(昭和45年竣工)　延床面積:1,083㎡
  　　          　　　　　 鉄筋コンクリート4階建
  (3)その他        　　　　駐車場:建物内5台・屋外57台  　駐輪場:20台

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-01-01 荒川清掃事務所管理運営費

事務事業名 清掃事務所管理運営
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 成田 内線 471

事務事業コード 07-03-05 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　施設の長寿命化のため、計画的な
修繕を実施する。

　冷暖房機器の改修を実施。 　設備を管理することにより、施
設の長寿命化を図る。平成３０年
度はガス管改修工事を実施予定。

　節電効果を図るため、屋上遮熱防
水工事を実施する。ＬＥＤ照明の導
入について検討を行う。

　節電及びＣＯ２排出量の抑制への
取り組みを行ったが、原油価格高騰
等による電気・ガス料金の上昇によ
り、光熱水費は微増した。

　引き続き、職員による節電に努
めた上で、ＬＥＤ照明の導入等に
よるＣＯ２排出量の抑制に取り組
む。

① 光熱水費の更なる削減を図る必要がある。
② 施設の長寿命化のため、計画的な修繕を実施する。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、給与関係費と物件費が大部分を占めている。また、２９年度は光熱水費の減少と物品修繕費の
大幅な減少により、物件費が減少した。

▲ 108,989特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 ▲ 108,173 ▲ 108,173 当期収支差額(e)+(h) ▲ 41,197 ▲ 150,186

0 0特別費用(g) 0 108,173 108,173 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 41,442 42,257 815 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 41,197

0 0
▲ 42,013 ▲ 816

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 558 2,441 1,883 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 41,197 ▲ 42,013
244 ▲ 1

▲ 816

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 245
減価償却費 4,398 4,398 0 その他 114 112

132 1
▲ 2

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 131
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 1,274 1,602 328 都支出金 0
物件費 23,677 22,095 ▲ 1,582 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 11,535 11,721 186

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

備品購入費 統一什器・ファイルネット等 705
使用料等 コピー・FAX機、AED賃借 317使用料等 コピー機FAX機賃借 298 使用料等 コピー機FAX機賃借 298

委託料 清掃・庁舎管理等 10,929 委託料 委託料 10,695 委託料 委託料 10,725
役務費 電話・FAX等 529役務費 電話・FAX等 501 役務費 電話・FAX等 516

需用費 光熱水費･消耗品･修繕等 13,223 需用費 光熱水費･消耗品･修繕等 11,483 需用費 光熱水費･消耗品･修繕等 12,635
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
光熱水費の推移（千円） 10,275 10,397 10,910 9,820 8,694 9,112 10,022

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

26,308 24,206
決算額（30年度は見込み） 16,808 18,009 26,824 27,114 24,951 23,697 24,206
予算額 18,762 19,310 28,846 31,097 30,551

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　安全かつ効率的な収集運搬作業の履行を引き続き行うとともに、ごみの
分別推進や不法投棄件数の減少に向け、指導業務、普及啓発業務を更に強
化していく。併せて、着実に不燃ごみと粗大ごみの資源化を進めていく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

金属系粗大ごみの資源化量(kg) 0 0 286,830 420,000 400,000

不燃ごみの資源化量(kg) 0 0 139,800 1,670,000 1,500,000

経費(決算額+人件費)/収集量（ｔ）収集経費(円) 28,335 22,666 23,791 24,000

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

25,000

経過

　平成12年度  東京都から区に事業移管
  平成13年度　家電リサイクル法施行
　平成20年度　ごみの分別ルール変更（サーマルリサイクル開始）
　平成21年度　粗大ごみ収集民間委託開始
　平成23年度  車付雇上開始   (7組14台) 、埋立処分費を収集作業運営の委託料に吸収
　平成24年度  車付雇上 　　  (9組18台)
　平成25年度  車付雇上  　　 (11組22台)
　平成26、27年度　車付雇上　 (変更なし)
　平成28年度　車付雇上　　　（12組24台）
　平成29年度　金属系粗大ごみの資源化開始／不燃ごみの資源化（2割）実施／車付雇上（13組26台）
　平成30年度　不燃ごみの資源化全量開始／車付雇上（16組31台）

必要性

　廃棄物の収集・運搬は快適な区民の生活に不可欠な事業である。

実施
方法

2一部委託

・可燃、不燃ごみの収集運搬業務は、直営及び廃棄物運搬契約（車付雇上）による。
・粗大ごみ収集業務は、受付業務及び収集運搬業務ともに外部委託による。

目的

　荒川区内で発生する廃棄物の収集、運搬を行い、区民の生活環境を保全し、健康で快適な生活を確保す
る。

対象者
等

　区民、事業者、収集作業に従事する職員

内容

1 直営車及び民間の清掃車両によりごみを収集し、中間処理施設へ運搬する。
　※粗大ごみ収集は委託による。
2 欠員対策・夏季対策等アルバイト雇用
3 軽小型車両の燃料・維持管理用品・公課費
4 収集作業従事職員の作業服洗濯業務契約
5 粗大ごみ収集運搬業務委託／金属系粗大ごみの資源化委託
6 廃棄物埋立処分委託
7 年末年始収集通知用ビラの作成
8 不法投棄の家電４品目の運搬、リサイクル及びその他の不法投棄の処分委託
9 不燃ごみの資源化委託全量開始（平成３０年度）

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-01-02 収集作業運営費

事務事業名 収集作業運営
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 冨士田 内線 471

事務事業コード 07-03-06 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

平成２８年度予算特別委員会　蛍光灯に含まれる水銀に対応した収集方法の検討

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　２３区ともに、ごみ収集運搬業務の一部を廃棄物運搬契約で実施している。うち、作業員付きの契約を行っ
ている区は、荒川区を含む１６区である（平成３０年度）。

　金属系粗大ごみを民間施設に搬
入・資源化し、中間処理施設への搬
入量の削減を図る。

　約２９万ｋｇの金属系粗大ごみの
資源化を行うことで、リサイクル率
の向上及び中間処理施設への搬入量
を削減させることができた。

　引き続き、金属系粗大ごみの資
源化を実施するとともに他の粗大
ごみの資源化についても検討を進
めていく。

　不燃ごみの一部を民間施設に搬
入・資源化し、最終処分場への搬入
量の削減を図る。

　約１４万ｋｇの不燃ごみの資源化
を行うことで、リサイクル率の向上
及び最終処分場への搬入量を削減さ
せることができた。

　平成２９年度から試行した不燃
ごみの選別・資源化事業を区内全
域に拡大し、不燃ごみの資源化率
を９０％に向上させる。

① 可燃ごみ、不燃ごみの分別の不徹底や資源の混入が見られる。また、ごみに内容物の残ったライター
　 やスプレー缶が混入されることにより、清掃車両で火災が発生する場合がある。
② 排出方法の周知の促進による不法投棄の予防が欠かせない。
   （不法投棄の主な品目）・可燃･不燃ごみとして排出された布団 、敷物、スーツケース、椅子
　　　　　　　　　　　　 ・家電リサイクル品（テレビ･パソコン）、処理困難物（タイヤ・塗料・油）
③ 車付雇上作業員のごみの取り残し防止に注意する必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、物件費と給与関係費が大部分を占めている。物件費の中心は雇上経費で、約７．４億円かかっ
ている。また、２９年度から新たに金属系粗大ごみと不燃ごみの選別・資源化業務委託を始めたため、委託料
が１千万円以上増加した。行政収入では、ごみ処理手数料の大幅増に伴い、増加した。

▲ 83,472特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 1,211,783 ▲ 1,295,255

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 1,378,708 1,476,319 97,611 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 1,211,783

0 0
▲ 1,295,255 ▲ 83,472

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 20,302 86,408 66,106 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 1,211,783 ▲ 1,295,255

181,064 14,139
▲ 83,472

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 166,925
減価償却費 252 252 0 その他 0 3,807

177,257 10,332
3,807

補助費等 46 44 ▲ 2 使用料及び手数料 166,925
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 938,062 974,776 36,714 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 420,046 414,839 ▲ 5,207

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

公課費 自動車重量税印紙 41 公課費 自動車重量税印紙 40 公課費 自動車重量税印紙 50

負担金補助等 安全運転管理者講習 5負担金補助等 安全運転管理者講習 5 負担金補助等 安全運転管理者講習 5
使用料等 FAX･高速道路利用料他 2,925 使用料等 スプレー缶処理機･高速道路利用料他 2,916 使用料等 スプレー缶処理機･高速道路利用料他 2,938

委託料 粗大・不燃資源化・粗大収集･受付他 278,959委託料 粗大収集･受付･不法投棄他 183,217 委託料 粗大・不燃資源化・粗大収集･受付他 200,717

役務費 電話･雇上･洗濯業務他 734,563 役務費 電話･雇上･洗濯業務他 742,854 役務費 電話･雇上･洗濯業務他 825,751

需用費 光熱水費･消耗品･ビラ印刷 3,867需用費 光熱水費･消耗品･ビラ印刷 2,959 需用費 光熱水費･消耗品･ビラ印刷 3,358
賃金 収集アルバイト 14,398 賃金 収集アルバイト 24,683 賃金 収集アルバイト 19,464

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
収集量(t) 46,627 46,117 45,034 44,738 43,521 43,205 42,500

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,021,558 1,131,326

決算額（30年度は見込み） 849,838 868,067 898,133 913,791 938,107 974,820 1,131,326

予算額 876,532 891,632 917,764 928,217 975,929
29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　光熱水費等の経費の削減に努めるとともに、計画的な改修により修繕費
の削減にも努めていく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

同(2,272㎥)比10.0%削減水道使用量(㎥) 2,292 2,253 2,281 2,281 2,045

同(6,391㎥)比13.4%削減ガス使用量(㎥) 7,209 5,791 5,995 5,995 5,535

平成25年度(89,318kwh)比13.4%削減電気使用量(kwh) 91,088 94,284 92,579 92,579

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

77,349

経過

　平成12年2月　清掃事業移管時に施設新設
　平成25年4月　コミュニティバス運転手の待機場所として施設一部を貸し出す。

必要性

　庁舎建物の維持管理及び業務遂行のため必要である。

実施
方法

2一部委託

　車庫の清掃業務、機械警備業務等は委託している。

目的

　清掃車の安全運行を最優先とし、職員の安全・衛生と地域の環境に配慮した庁舎機能管理を目的とす
る。

対象者
等

　清掃車両係職員

内容

1 南千住清掃車車庫の光熱水費、電話料等の支払い
2 南千住清掃車車庫における事務用物品･管理用物品の購入及び事務用機器の賃借
3 南千住清掃車車庫の管理業務及び庁舎建物･物品の修繕等の建物維持管理

◎施設概要
 南千住清掃車車庫：荒川区南千住4-1-8　　敷地面積　1,900㎡
  (1)管理棟(事務室他)     竣工:平成12年2月22日　延床面積:995㎡　鉄骨3階建
  (2)その他         　　　直営清掃車両:8台(内リ－ス6台)　連絡車:1台　洗車棟124㎡

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-01-03 南千住清掃車車庫管理運営費

事務事業名 清掃車車庫管理運営
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 成田 内線 471

事務事業コード 07-03-07 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　施設の長寿命化のため、計画的な
修繕を実施する。

　外壁改修工事を実施した。 　設備を管理することにより、施
設の長寿命化を図る。平成３０年
度以降は分電盤の更新を段階的に
実施予定。

　節電効果を図るため、屋上遮熱防
水工事を実施する。ＬＥＤ照明の導
入について検討を行う。

　節電及びＣＯ２排出量の抑制への
取り組みを行ったが、原油価格高騰
等による電気・ガス料金の上昇によ
り、光熱水費は微増した。

　引き続き、職員による節電に努
めた上で、ＬＥＤ照明の導入等に
よるＣＯ２排出量の抑制に取り組
む。

① 光熱水費の更なる削減を図る必要がある。
② 施設の長寿命化のため、計画的な修繕を実施する。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、減価償却費が最も大きく、約半分を占めている。次に物件費と給与関係費が多い状況である。
▲ 1,326特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 25,969 ▲ 27,295

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 26,080 27,403 1,323 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 25,969

0 0
▲ 27,295 ▲ 1,326

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 243 1,064 821 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 25,969 ▲ 27,295
108 ▲ 3

▲ 1,326

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 111
減価償却費 12,546 12,546 0 その他 55 52

56 0
▲ 3

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 56
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 801 857 56 都支出金 0
物件費 7,461 7,825 364 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 5,029 5,111 82

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

使用料等 FAX・AED賃借 160使用料等 FAX機器賃借 52 使用料等 FAX機器賃借 52
委託料 清掃・庁舎管理等 3,465 委託料 清掃・庁舎管理等 3,695 委託料 清掃・庁舎管理等 4,360

役務費 電話・FAX等 186役務費 電話・FAX等 198 役務費 電話・FAX等 192
需用費 光熱水費・消耗品・家屋修繕等 4,548 需用費 光熱水費・消耗品・家屋修繕等 4,743 需用費 光熱水費・消耗品・家屋修繕等 5,496

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
光熱水費の推移（千円） 3,928 4,222 4,665 4,446 3,692 3,790 4,315

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

10,581 10,202
決算額（30年度は見込み） 8,795 9,933 12,094 9,223 8,262 8,682 10,202
予算額 9,600 10,867 12,610 10,644 10,890

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

● （ ● ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　ごみの収集・運搬を、円滑かつ安全に行うために、車両を良好な状態に
保っていく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

耐用年数内車両数／全車両数
耐用年数内の車両の割合(軽小型
車)

0.50 0.64 0.55 0.45 0.55

耐用年数内車両数／全車両数
耐用年数内の車両の割合(小型プ
レス車・新小型ダンプ車)

0.66 0.80 0.83 0.88

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

0.88

経過

　平成12年度     所有台数    16台   都から16台引継ぎ後       CNG車3台購入・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車3台廃車
　平成19年度     所有台数    10台   ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車1台購入・CNG車1台廃車
　平成20～22年度 毎 年  CNG車1台廃車
　平成22年度     所有台数    7台   （1台ｽｹﾙﾄﾝ車に改造）
　平成24～27年度 毎 年  CNG車1台廃車
  平成29年度     所有台数    6台   （ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車4台ﾘｰｽ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車1台・清掃体験車1台)
                 スケルトン清掃車買換更新、環境学習体験車→清掃体験車に名称変更、
　　　　　　　　 愛称「みえるん」を発表。
  平成30年度     所有台数    8台   （新小型ﾀﾞﾝﾌﾟ車3台ﾘｰｽ・ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車3台ﾘｰｽ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車1台・
　　　　　　　　 清掃体験車1台)

必要性

　緊急時や災害時、また、今後想定される清掃事業の多様化に備え、定期的な車両の更新が必要である。

実施
方法

1直営

　現有車両 : 小型プレス車  5台(内、清掃体験車1台)　新小型ダンプ車　3台（内、予備車1台）
  　         軽小型貨物車 11台　 普通連絡車1台   軽バン車2台

目的

　直営清掃車の管理及び調達により、ごみの収集・運搬を円滑に行うことを目的とする。

対象者
等

　清掃車両係職員・収集作業に従事する職員

内容

1 更新車両の買い替え：荒川区環境配慮率先行動計画に従い積極的に低公害車を導入する。
2 区直営作業で使用する車両の所有台数及び更新については、区運転職員の人数動向及び車両の稼働年
数・走行距離等に基づき対応していく。

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理および再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-01-04 運搬管理事務費

事務事業名 運搬管理事務
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 嶋林 内線 471

事務事業コード 07-03-08 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　車両の検討・見直しを行い、２９
年度は清掃スケルトン車１台の更新
を行う。また、３０年度以降も車両
の適切な更新を進める。

　清掃体験車「みえるん」の更新と
新小型ダンプ車３台(リース)の導入
を実施した。

　ごみの収集・運搬を円滑かつ安
全に行うことができるよう、車両
を適正な状態に保っていく。

　車両の耐用年数(大凡8年)に加え、実際の老朽具合を考慮しつつ、適切な作業体制に基づく車両の維持に努
める。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、物件費が少ない一方で、給与関係費が多くかかっている。また、２９年度は賞与・退職給与引
当金繰入額が大幅に増加した。

▲ 1,239特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 13,981 ▲ 15,220
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 13,981 15,247 1,266 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 13,981
0 0

▲ 15,220 ▲ 1,239
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 406 1,778 1,372 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 13,981 ▲ 15,220
27 27

▲ 1,239

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 206 206 その他 0 27

0 0
27

補助費等 324 493 169 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 4,850 4,234 ▲ 616 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 8,401 8,536 135

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

公課費 自動車重量税印紙代 12

備品購入費 清掃スケルトン車 9,749

備品購入費 軽小型貨物自動車（1台） 1,032 使用料等 小型プレス車リース 4,127 公課費 自動車重量税印紙代 53
使用料等 小型プレス車・新小型ダンプ車リース 5,811使用料等 小型プレス車リース 4,850 役務費 清掃車両保険料 480

役務費 清掃車両保険料 324 旅費 清掃スケルトン車中間検査立会 108 役務費 清掃車両保険料 660
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

新小型ダンプ車
1 0 0

3 0
軽小型貨物車・軽小型車 1 1 0 0

30年度
小型プレス車購入(リース含)台数 1 1 1 1 0 1 0

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

15,777 6,524
決算額（30年度は見込み） 2,124 3,506 3,144 4,385 6,206 14,476 6,524
予算額 3,173 3,899 3,937 4,714 6,720

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

● （ ● ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ● 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　直営清掃車を円滑かつ適正に配車するため、迅速・的確に点検整備を実
施していく。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

車両修繕経費(車検含む)／走行距離
1㎞走行当たりの修繕経費
(円／km）

24.1 32.6 34.6 34.6

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

34.6

経過

　平成12年度南千住清掃車車庫内に車検整備認証工場設置

必要性

　収集作業従事者及び区民の安全、並びに区行政の信頼確保のため、直営車の点検整備は重要である。

実施
方法

1直営

　当車庫内で車検及び点検整備の実施

目的

　直営清掃車を適正、安全に配車するために点検整備を行うことを目的とする。

対象者
等

　清掃車両係職員

内容

　安全かつ効率的なごみの運搬体制のため、整備認証工場を維持する。
　整備認証工場の体制は、整備職員2名(職員1､臨時1)で 直営清掃車両7台の点検整備を実施する。
　＜主な整備内容＞
　・清掃車7台、軽小11台、環境学習車1台、連絡車3台の点検・整備
　・エンジンオイル交換､タイヤ交換、ディスクパット交換
　・架装部分の潤滑油の交換､その他自動車修理全般

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理および再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-01-05 運搬作業運営費

事務事業名 運搬作業運営
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 嶋林 内線 471

事務事業コード 07-03-09 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　新たな環境学習車を導入するにあ
たり、簡易な修繕に備えて必要な部
品等の消耗品を揃える。

　環境学習車の必要な部品等の消耗
品を揃え、車に関しての知識をさら
に深めた。

　新小型ダンプ車を導入したの
で、簡易な修繕に備えて必要な部
品等の消耗品を揃える。

車両の安全な運行を確保するためには、迅速な補修が求められ、必要となる車検整備認証工場の運営を維持す
ることが不可欠である。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、給与関係費が最も大きく、次に物件費が多い。また、２９年度は賞与・退職給与引当金繰入額
が大幅に増加した。

▲ 2,163特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 49 49 当期収支差額(e)+(h) ▲ 15,808 ▲ 17,971
49 49特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 15,808 18,020 2,212 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 15,808
0 0

▲ 18,020 ▲ 2,212
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 541 2,369 1,828 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 15,808 ▲ 18,020
0 0

▲ 2,212

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 159 106 ▲ 53 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 3,915 4,172 257 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 11,193 11,373 180

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

公課費 清掃車重量税印紙 110

負担金補助等 安全運転管理者講習 35公課費 清掃車重量税印紙 139 公課費 清掃車重量税印紙 90

負担金補助等 安全運転管理者講習 21 負担金補助等 安全運転管理者講習 16 役務費 携帯電話･洗濯業務 80
需用費 ガソリン等･消耗品･車検･修繕 5,933役務費 携帯電話･洗濯業務 57 役務費 携帯電話･洗濯業務 62

需用費 ガソリン等･消耗品･車検･修繕 3,857 需用費 ガソリン等･消耗品･車検･修繕 4,110 旅費 車両架装整備技術研修旅費 132
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

0 0法定点検実施件数(防災都市づくり部所管) 2 0 0 0 0
法定点検実施件数(事務所所管車両) 3 4 6 2 14

0 0 2
12 7

車検実施件数(連絡車) 0 0 0 0

30年度
車検実施件数(清掃車) 0 0 1 1 3 2 2

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

6,012 6,290
決算額（30年度は見込み） 6,260 5,751 5,327 5,170 4,074 4,278 6,290
予算額 7,992 7,409 7,001 7,507 6,863

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　手数料の徴収については引き続き適切に実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

収入額／調定額（現年度分）
徴収率(ごみ処理券・一般廃棄物
処理手数料）（％）

100 100 100 100

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

100

経過

平成8年11月：粗大ごみ受付センター開設。
 平成12年度：清掃事業の区移管に伴い、有料ごみ処理券が東京都共通から各区対応となった。
 平成18年度：粗大ごみ受付センターに係る契約事務が清掃ﾘｻｲｸﾙ課から移管。
 平成20年4月：23区統一で廃棄物処理手数料改定。 ・ごみ処理券管理事務が清掃ﾘｻｲｸﾙ課から移管。
 平成25年10月：23区統一で廃棄物処理手数料を改定。
 平成29年10月：23区統一で廃棄物処理手数料を改定。

必要性

　有料ごみの排出者は区内全域に居住する区民・区内事業者であり、荒川清掃事務所で個々の排出者から
廃棄物処理手数料を徴収することは困難なため、取扱所に有料ごみ処理券の取扱い及び手数料徴収事務を
委託することが必要である。

実施
方法

2一部委託

1 廃棄物処理手数料徴収事務を取扱所に委託して実施（平成29年度実績　6,315,153円）
2 粗大ごみ受付業務を東京都環境整備公社に委託して実施

目的

　荒川区有料ごみ処理券の販売による荒川区廃棄物処理手数料の徴収。

対象者
等

　・ 粗大ごみを排出する区民
　・ 区が収集する事業系ごみの排出者

内容

　取扱店（公募店　69店・コンビニエンスストア〔7社〕95店）への廃棄物処理手数料徴収事務委託
1 排出予定者から廃棄物処理手数料を徴収し、事業系ごみ処理券・粗大ごみ処理券を交付する。
2 毎月、ごみ処理券の取扱実績を報告し、取扱数に応じて徴収した廃棄物処理手数料を区に納入。
3 区は、ごみ処理券の取扱い実績に応じて、取扱所に対し、取扱手数料を支出。
　・粗大ごみ処理券〔1枚〕＠8円・有料ごみ処理券〔1ｾｯﾄ〕＠100円（平成２９年１０月から）

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-03-01 荒川清掃事務所ごみ処理券費

事務事業名 清掃事務所ごみ処理券事務
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 佐々木 内線 471

事務事業コード 07-03-10 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　取扱い店舗（公募店・コンビニエ
ンスストア）との連携を密にし、総
数が減少せず、かつ地域的にも偏在
しないよう努める。

　公募店・コンビニエンスストアと
の連携を密にし、区内の取扱い店舗
総数を減少を最小限に抑えた。

　公募店・コンビニエンスストア
との連携を密にし、地域的な編在
解消に努め、区民の利便性を向上
させる。

　過年度歳入未済額、件数の減少及
び新たな歳入未済の発生を防ぐた
め、継続して働きかけ等を行う。

　継続して働きかけを行ったこと
で、過年度歳入未済額は着実に減少
し、新たな歳入未済も発生しなかっ
た。

　過年度未済分を完済させる。新
規の歳入未済を発生させない。

①　平成18年6月以前は、事業系ごみ収集にかかる手数料徴収が納付書払いであった。
　 そのため少額ではあるものの、現在においても歳入未済が残っている。
②　小規模事業者の高齢化や後継者不足等の原因により、公募店の店舗数は年々減少傾向にある。
　 また、公募店は地域的に偏在しており、区民の利便性に欠けるため、コンビニ店舗でカバーする面が
　 ある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、物件費が半分以上を占めている。２９年度は事業系有料ごみ処理券及び粗大ごみ処理手数料の
料金改定があったため、賃金・ごみ処理券印刷代・委託料が大幅に増加した。また、行政収入は全額、２３区
共同広報ポスターの印刷に係る分担金である。

▲ 5,096特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 19,240 ▲ 24,336
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 19,240 25,367 6,127 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 19,240
0 0

▲ 24,336 ▲ 5,096
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 368 1,611 1,243 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 19,240 ▲ 24,336
1,031 1,031

▲ 5,096

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 1,031

0 0
1,031

補助費等 26 127 101 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 11,235 15,895 4,660 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 7,611 7,734 123

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

償還金利子等 ごみ処理券償還金 127

償還金利子等 ごみ処理券償還金 200償還金利子等 ごみ処理券償還金 26 委託料 取扱手数料・システム委託料等 7,061
委託料 取扱手数料・システム委託料等 6,576 役務費 郵券・システム電話料金 691 委託料 取扱手数料・システム委託料等 7,734

役務費 郵券・システム電話料金 409役務費 郵券･システム電話料金 391 需用費 事務用品・封筒印刷等 6,568
需用費 事務用品・封筒印刷等 4,268 賃金 臨時職員事務補助 1,576 需用費 事務用品・封筒印刷等 4,720

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

41,154 42,000粗大ごみ受付センター受付処理件数(電話) 38,568 34,252 32,756 31,705 31,359
粗大ごみ量（ｔ） 1,255 1,290 1,279 1,270 1,282

433,122 438,923 431,100
1,334 1,350

事業系有料ごみ処理券交付枚数　 516,137 488,502 475,985 502,880

30年度
粗大ごみ処理券交付枚数　 178,581 194,575 208,213 252,567 215,690 254,305 306,500

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

17,576 13,063
決算額（30年度は見込み） 11,026 14,909 11,658 11,343 11,261 16,023 13,063
予算額 11,287 17,532 12,291 12,601 11,976

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　動物死体処理も清掃事業の重要な役割であり、発生した頭数を確実に処
理する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

公園・区道・都道分を含む動物死体処理頭数（総数） 459 496 521 500

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

500

経過

　平成15年度から区道上の動物死体を土木部(現:防災都市づくり部)からの執行委任により収集･処理して
いる。

必要性

　快適な区民生活を確保するうえで、必要な事業である。

実施
方法

2一部委託

1 清掃事務所が動物死体を引き取る。
2 引き取った動物死体の処分を業者に委託する。

目的

　犬、猫等の動物死体は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」においては一般廃棄物として定義されて
いるが、動物愛護の見地から、飼い主または土地・建物の占有者から処理の依頼があった場合、処理手数
料を徴収したうえで、引き取って処理し、区民の快適な生活を確保する。

対象者
等

　区民

内容

　動物死体を引き取り、業者に委託して火葬し埋葬する。
1 敷地内（飼主あり）の動物死体の引き取りは、飼主が手数料2,600円を負担する。
2 敷地内（飼主なし）及び区道・区立公園の動物死体は無料で引き取る。
　※引き取り後、区が１頭あたり運搬手数料3,024円で業者に処分を委託する。
3 都道の動物死体は、引き取った後、都指定業者へ引き渡す。なお、運搬料2,670円、保管料78円は都が負
担する。
　※都道の動物死体の処分は都が業者と委託契約を締結している。

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-04-01 動物死体処理費

事務事業名 動物死体処理
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 佐々木 内線 471

事務事業コード 07-03-11 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　平成２９年度は区報、ホームペー
ジ等を活用し、動物死体処理につい
ての周知を図る。

　動物死体について区民の理解を得
られるよう、ホームページの動物死
体の項目に説明を追加することを検
討した。

　動物死体に関する様々な情報に
ついて、区民の理解を得られるよ
う、ホームページの内容を工夫す
る。

　飼い主不明の動物死体が私有地で発見された場合、無料だが管理者がビニール袋等に入れる必要がある。し
かし、それが出来ない管理者は、職員への私有地内立ち入り収集を望むため、立ち入れない事に対する理解・
協力を得ることが肝要である。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、給与関係費が約８０％を占めている。また、２９年度は賞与・退職給与引当金繰入額が大幅に
増加した。

▲ 6,108特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 33,855 ▲ 39,963
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 34,575 40,480 5,905 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 33,855
0 0

▲ 39,963 ▲ 6,108
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 1,553 6,812 5,259 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 33,855 ▲ 39,963
517 ▲ 203

▲ 6,108

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 720
減価償却費 0 0 0 その他 247 33

484 11
▲ 214

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 473
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 893 966 73 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 32,129 32,702 573

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

役務費 動物死体運搬処分 1,091役務費 動物死体運搬処分 835 役務費 動物死体運搬処分 907
需用費 消耗品購入 58 需用費 消耗品購入 59 需用費 消耗品購入 62

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

12 15都道分 28 35 22 16 20
区道･公園分 242 217 239 173 210

94 116 110
209 200

敷地内無料分 133 140 136 116

30年度
敷地内有料分 215 187 147 154 182 184 180

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,032 1,153
決算額（30年度は見込み） 941 883 734 816 893 966 1,153
予算額 1,389 1,310 1,134 1,121 1,063

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ● 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

重点的に推進 重点的に推進

　循環型社会実現のため、ごみの適正排出は欠かせず、普及啓発指導は重
要である。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

目標値は全小学校(実績は幼稚園･保
育園を含む)及びイベント数

環境学習実施回数 18 20 16 80 80

毎年1回調査（概ね1ヶ月）
　カラス被害／集積所数

カラス被害率（％） 2.86 2.35 3.78 3.00 2.50

事業者及び家庭に対する排出ルール
の適正化等の指導件数

収集作業班による指導件数
（ｼｰﾙ貼付）

10,598 9,638 9,000 8,500

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

7,000

経過

　清掃事業移管前　環境学習実施
　　　　　　　　　「防鳥用ネット」の貸出
　平成12年度　　　東京都から区に事業移管
　　　　　　　　　職員が集積所に出向き、ミニごみ会議を実施
　平成14年度　　　集積所のごみ出し時間を表示（カラス対策）
　平成16年度　　　「防犯パトロール」開始
　平成22年度　　　環境学習用として、小型プレス車1台を荷箱の内部構造の見えるｽｹﾙﾄﾝ（ｶｯﾃｨﾝｸﾞ）
　　　　　　　　　車に改修
  平成29年度　 　 スケルトン清掃車買換更新、環境学習体験車→清掃体験車に名称変更、
　　　　　　　　  愛称「みえるん」を発表。

必要性

　不法投棄対策等実施のための必要な事業である。

実施
方法

1直営

　ふれあい班（区職員）等が現地に行き、調査・指導・相談・説明を行う。

目的

　ふれあい指導とは、区民、排出事業者との対話（ふれあい）を基本としたごみの適正処理を目指すきめ
細やかな指導である。
　清掃事務所と区民・排出事業者との間で、ごみ問題やリサイクルについて活発な対話を通して、ごみの
減量や排出方法について、一層の理解と協力を得ることを目的とする。

対象者
等

　区民・事業者

内容

1 事業系ごみの排出状況の調査、指導
2 可燃・不燃・資源ごみの分別及び排出方法の調査、指導
3 集積所の新設、廃止、分割、統合についての相談
4 現在の集積所数　約6,600ヶ所
5 カラス等による集積所のごみ散乱予防用として「防鳥用ネット」を無料貸出しする。
6 ごみ集積所の廃止・分散、ごみ出し等について話し合う「ごみ会議」（3～4人以上）の開催
7 小学生等を対象にした環境学習の実施　平成29年度5校で実施

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-05-01 ふれあい指導費

事務事業名 ふれあい指導
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 大久保 内線 471

事務事業コード 07-03-12 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

　Ｈ18三定　カラス対策として、黄色ごみ袋の使用を試行してほしい。
　Ｈ29決特　カラス対策として、黄色いごみ袋や重りのついた防鳥ネットの検討。

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　言葉の通じない人へのコミュニ
ケーション方法を考えるとともに、
集合住宅へは管理会社と連携して改
善を図る。

　外国語のリーフレットを活用し、
イラストを用いて説明するなど懇切
丁寧な対応に努めた。

　スマートフォン及びタブレット
を導入し、翻訳機能を活用するこ
とで、言葉の通じない人へのコ
ミュニケーション向上を図る。

　引き続き、重点地区へのパトロー
ル強化と新たな周知ビラの作成をす
る。

　重点地区へのパトロール強化と周
知ビラの配布を行った。

　区報等での周知を行うほか、ご
みの適正排出に向けての周知ビラ
の配布等の指導・啓発を行ってい
く。

①　近隣の区民への影響を小さくするため、廃棄物の適正排出に向けた指導を強化し、集積所の改善を
　継続する必要がある。
②　英語・中国語・ハングル語以外を母国語とする外国人も多くなり、ビラ等による周知が困難な場合が
　ある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では、給与関係費が約８０％を占めている。また、２９年度は賞与・退職給与引当金繰入額が大幅に
増加した。

▲ 13,623特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 89,285 ▲ 102,908

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 89,285 102,908 13,623 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 89,285

0 0
▲ 102,908 ▲ 13,623

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 3,982 17,246 13,264 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 89,285 ▲ 102,908

0 0
▲ 13,623

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 2,923 2,863 ▲ 60 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 82,380 82,799 419

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

役務費 携帯電話料 90役務費 携帯電話料 71 役務費 携帯電話料 58
需用費 標示板･防鳥ネット他 2,852 需用費 標示板･防鳥ネット他 2,805 需用費 標示板･防鳥ネット他 4,055

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

6 24ごみ会議開催回数 40 72 23 6 6
指導回数（説明等） 534 488 480 457 173

156 265 175
249 250

カラス被害件数 331 195 163 186

30年度
貸出枚数 344 331 276 352 394 296 300

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

3,484 4,145
決算額（30年度は見込み） 2,686 3,024 2,601 2,780 2,923 2,863 4,145
予算額 4,339 3,483 3,700 3,523 3,617

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　経費の削減に努め、建物管理を適正に行う。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

点検実施日／開所日施設内の設備点検実施率(％) 100 100 100 100

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

100

経過

　平成14年　事業項目新設　３ヶ所の施設営繕を一体とし、効率的な営繕を実施していく。
　　　　　　荒川清掃事務所耐震補強設計委託・南千住清掃車車庫玄関前アコーディオンドア設置工事
　平成15年　荒川清掃事務所排水管改修工事･ガス管改修工事･耐震補強工事･火災報知設備改修工事
　平成17年　荒川清掃事務所旧館３階倉庫改修工事
　平成20年　荒川清掃事務所プレハブ棟建設工事･尾竹橋作業所ホッパー棟防音板改修工事
　平成21年　荒川清掃事務所外壁外階段改修工事･南千住清掃車車庫洗車場防臭カーテン改修工事
　平成26年　荒川清掃事務所旧館空調設備交換工事・屋上遮熱防水工事・高圧ケーブル及び空調設備
　　　　　　電源改修工事
  平成28年　荒川清掃事務所新館受変電設備改修工事
  平成29年　荒川清掃事務所新館空調設備改修工事・屋上遮熱防水改修工事・空調設備電源他改修工事
　平成30年　荒川清掃事務所引込ガス管改修工事

必要性

　庁舎建物の機能維持･向上の観点から必要である。

実施
方法

2一部委託

　予算化後、改修工事等を実施する。

目的

　荒川清掃事務所・南千住清掃車車庫の庁舎機能維持のため、必要に応じて２施設の営繕工事を行うこと
を目的とする。

対象者
等

　荒川清掃事務所･南千住清掃車車庫の全職員

内容

　施設２ヶ所（清掃事務所及び清掃車車庫）の営繕工事委託及び工事請負費の支払い
（小破修繕関係は、「清掃事務所管理運営」及び「清掃車車庫管理運営」で計上。）
○ 荒川清掃事務所
 (1)新館(事務室他)        竣工：昭和61年3月15日　延床面積:736㎡　RC3F建
 (2)旧館(更衣室他)        増築：昭和61年3月15日(昭和45年竣工)　延床面積:1,083㎡　RC4F建
○ 南千住清掃車車庫
 (1)管理棟　竣工：平成12年　延床面積995㎡　S3F建
 (2)洗車場　竣工：平成12年　面積124㎡　S平建

政策 07 地球環境を守るまちの実現
施策 03 ごみの適正処理の推進

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-01-06 荒川清掃事務所等営繕費

事務事業名 営繕事務
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 鈴木

担当者名 成田 内線 471

事務事業コード 07-03-14 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

　大規模修繕工事の実施及び将来的
な活用等を踏まえ、ＬＥＤ化を引き
続き検討する。

　空調設備電源他改修工事にあわせ
て、事務所新館の事務室内の照明を
ＬＥＤ機器とした。

　大規模修繕工事の実施及び将来
的な活用等を踏まえ、省エネル
ギー設備等の設置を検討する。

　空調設備改修工事、屋上遮熱防水
工事を実施予定。

　事務所新館の空調設備改修工事、
屋上遮熱防水工事、空調設備電源他
改修工事を実施。

　事務所の引込ガス管改修工事を
実施予定。

① 年末年始以外、稼働している施設であり、工事の実施には周到な計画と事前の調整が必要である。
② 各施設の長寿命化のため、予防保全の観点から、日常的な点検が必要である。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

２９年度は営繕課に執行委任して、新館空調・屋上防水・電源改修工事を行った。
9,189特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 9,706 ▲ 517

0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 9,706 517 ▲ 9,189 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 9,706

0 0
▲ 517 9,189

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 20 89 69 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 9,706 ▲ 517
0 0

9,189

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 9,264 0 ▲ 9,264 都支出金 0
物件費 1 0 ▲ 1 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 421 428 7

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

工事請負費 事務所新館受変電設備改修工事 9,264
旅費 工場検査用旅費 1 工事請負費 新館空調・屋上防水・電源改修工事 22,010 工事請負費 事務所引込ガス管改修工事 3,626

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

0 0 0営繕工事件数(南千住清掃車車庫) 0 0 0 0

30年度
営繕工事件数(荒川清掃事務所) 0 0 3 0 1 3 1

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

34,718 3,626
決算額（30年度は見込み） 0 0 44,835 0 9,266 22,010 3,626
予算額 0 0 56,794 0 9,353

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度


